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(1) 総合計画とは

　総合計画とは、市が取り組む「まちづくり」の最上位に位置する計画で、行政運営の総合的な指針となる

ものです。

　総合計画は、基本構想と基本計画により構成され、安芸高田市が目指す将来像と、将来像の実現のため

の政策目標、さらに政策目標を実現するための施策目標等を記載されています。

(2) 計画の構成と期間

　第３次安芸高田市総合計画では、基本構想、基本計画に加えて、安芸高田市まち・ひと・しごと創生総合

戦略を重点プロジェクトとして位置付け、これらを一体的に作成します。

　基本構想の計画期間は2025年度から2044年度までの20年間、基本計画（重点プロジェクト含む）の

計画期間は4年間とし、社会経済情勢や計画の進捗状況等を踏まえて4年ごとに基本計画を見直してい

きます。

図１　第３次安芸高田市総合計画の構成と位置づけ

(1) 成果の検証

① 第2次安芸高田市総合計画基本構想に位置付けた目標人口の検証

　第２次安芸高田市総合計画基本構想（計画期間：2015年度から2024年度）では、“将来像「人がつながる

田園都市 安芸高田」を実現するために、人口減少の歯止め対策・少子高齢化対策の推進が必要不可欠”の

認識のもと、2024年の目標人口として27,500人を設定しました。

　実績値をみると、2024年人口は25,171人であり、目標人口を達成できていません。第２次安芸高田市総

合計画策定時（2015年）の現状趨勢ラインの2024年人口を基準にすると、達成状況は－4.4％でした。

　第２次安芸高田市総合計画では、目標人口の設定の妥当性が不十分だったため、第３次安芸高田市総合

計画では、持続可能な安芸高田市のまちづくりを推進する上で、必要な人口を目標値（以下「目標人口」と

いう。）として設定します。その上で、目標人口からの逆算で、毎年何人程度の社会増加を目指す必要がある

のかシミュレーションし、その実現に必要な施策を検討します。

図２　第２次安芸高田市総合計画における目標人口の達成状況

② 第2次安芸高田市総合計画前期基本計画に位置付けた目標指標の検証

　第２次安芸高田市総合計画前期基本計画（計画期間：2015年度から2019年度）（以下、「前期基本計

画」）における取組の評価は以下のとおりです。

　前期基本計画の取組ごとの達成度を見ると、目指す都市像１、２、３及びリーディングプロジェクトでは達

成及び概ね達成の指標が多く、一定の成果が確認できます。計画の推進では、5割が達成となっています。

1 | 第３次安芸高田市総合計画の概要 2 | 第２次安芸高田市総合計画の振り返り
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表１　前期基本計画の取組の評価

• 目指す都市像１（人が集い育つまちづくりへの挑戦）については、概ね達成した取組を含めると取組の

達成度は高い傾向にあります。未達成の取組については、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う公共

交通機関や公共施設等の利用者数の減少が要因と考えられます。

• 目指す都市像２（安心して暮らせるまちづくりへの挑戦）については、概ね達成した取組を含めると取組

の達成度は高い傾向にあります。未達成の取組については、取組に関する周知不足等が要因と考え

られます。

• 目指す都市像３（地域資源を活かしたまちづくりへの挑戦）については、概ね達成した取組を含めると

取組の達成度は高い傾向にあります。未達成の取組については、新型コロナウイルス感染症拡大に伴

う商業施設等の利用者数の減少や、取組に関する周知不足等が要因と考えられます。

• 計画の推進については、取組の達成度は高い傾向にあります。

• リーディングプロジェクトについては、概ね達成した取組を含めると取組の達成度は高い傾向にありま

す。未達成の取組については、取組に関する周知不足等が要因と考えられます。

• 各指標における実績不明の取組については、目標値が明確に設定されていない等が要因となってお

ります。

③ 第2次安芸高田市総合計画後期基本計画に位置付けた目標指標の検証

　第２次安芸高田市総合計画後期基本計画（計画期間：2020年度から2024年度）（以下、「後期基本計

画」）における取組の評価は以下のとおりです。

　後期基本計画の取組ごとの達成度を見ると、達成及び概ね達成の指標が全体の6割以上を占め、一定の

成果が確認できます。未達成の取組については、少子化や人口減少に伴う、スポーツ人口の減少や取組に関

する周知不足等が要因と考えられます。

表２　後期基本計画の取組の評価

(2) 第2次安芸高田市総合計画の評価

① 前期・後期基本計画における主要課題

　前期基本計画の目標指標の達成状況は、実績値が目標値を上回った項目が4割に満たない状況でした。

前期基本計画の実施における主な課題としては、目標人口の達成に必要な施策の強化、基本計画の目標

指標を管理・推進する体制の強化があげられます。

　また、後期基本計画の目標指標の達成状況は、実績値が目標値を上回った項目が1割に満たない状況で

した。後期基本計画では、新型コロナウイルス感染症拡大後の市民の新たなライフスタイルや価値観の変

化等が反映されていないため、社会変化も踏まえた新たな目標の考え方の検討も主な課題としてあげられ

ます。

②第3次安芸高田市総合計画への反映

　第2次安芸高田市総合計画の実施における主な課題の改善と第3次安芸高田市総合計画への反映は以

下のとおりです。

• 目標人口の達成に必要な施策の強化

第3次安芸高田市総合計画の策定では、人口減少対策に特化した総合戦略との一体的策定を行い、目標

人口の達成に必要な施策群の充実・強化を実施しています。

• 基本計画の目標指標を管理・推進する体制の強化

第3次安芸高田市総合計画の推進では、毎年、有識者・各団体の代表等が参画する審議会で基本計画の

目標指標の検証・評価・改善を実施し、目標指標の達成に向けた管理・推進体制を強化します。

• 社会変化も踏まえた新たな目標の考え方の検討

第3次安芸高田市総合計画基本構想では、市民の幸福度・地域への愛着等の新たな目標も設定し、社会

変化も踏まえたまちづくりを推進していきます。
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(1) 社会経済情勢の変化

① 人口減少、少子・超高齢社会

　日本の人口は、2008年の1億2,802万人をピークとして、減少傾向にあります。また、2022年には出生数が

80万人を割り込むなど、急速な少子化が進展しています。さらに、2007年には65歳以上の高齢者の人口に

占める割合が21％を超え、超高齢社会を迎えています。

　人口減少、少子・超高齢社会の影響は各種サービス市場の縮小や労働人口の不足を招き、企業等の地域

への新たな投資意欲の減退にもつながります。また、財政面では、人口減少等による住民税等の減少、生産

年齢人口の減少による社会保障費の負担の増加等が懸念されます。

　一方で、厚生労働省の外国人雇用状況の届出状況によれば、外国人労働者は2023年に200万人を超え

て、過去最高を記録しています。

　こうした多様化、複雑化した課題に対応していく必要があります。

② 公共施設・インフラの老朽化

　日本の公共施設・インフラは高度経済成長期とその後の約10年の期間を中心として建設されたため、今

後20年で建設後50年経過する公共施設・インフラの割合が高まり、老朽施設の維持管理・更新が必要にな

ります。一方で、人口減少等により、財政状況は悪化します。

　こうした状況を踏まえて、公共施設・インフラの計画的かつ効率的な管理を行う必要があります。

③ 新型コロナウイルス感染症収束後の新しいライフスタイル

　新型コロナウイルス感染症により一般化したリモートワークの増加は多様な働き方へとつながり、価値

観の多様化や新たなライフスタイルが定着しつつあります。同時に、働き方改革実行計画から始まった副

業・兼業や二地域居住等の新たな制度も普及しつつあります。

　また、新型コロナウイルス感染症後のインバウンド需要は回復しており、国全体では令和6年の訪日外国

人旅行消費額が約8.1兆円となり、過去最高を記録しています。こうした国全体のトレンドを新たな商機とし

て捉えて、地域の新たな価値の創造を図っていくことが必要です。

④ 豊かさと幸せを実感できる持続可能な地域社会

　2015年に国際連合で採択された持続可能な開発目標（SDGs）を踏まえ、クリーンなエネルギーの活用、

気候変動への対策や、海・森の豊かさを守るための指標などが設定され、各国・各地域での推進が求めら

れています。

　国は2020年に2050年までに温室効果ガスの排出をゼロにする、カーボンニュートラルを目指す宣言を

行いました。また、2021年には地球温暖化対策を策定し、カーボンニュートラルに向けた施策を実施し、持

続可能な地球環境の保全を目指しています。

　また、国の経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）では、2019年頃よりウェルビーイング

（well-being）の概念が示され、豊かさと幸せを実感できる持続可能な地域社会の重要性を指摘していま

す。市民一人ひとりの価値観やライフスタイルの多様性を踏まえて、時代に沿った地域社会のあり方を検討

していく必要があります。

⑤ デジタル化社会の加速化

　新型コロナウイルス感染症がもたらした大きな社会変容は、社会慣習のみならず個人のライフスタイル・

価値観に対しても大きな変革をもたらし、その結果、デジタル化は急速に日常生活へ浸透しました。人々は

SNS（Social Networking Service）を通して、誰もが地域や国境を容易に越え、つながることが可能にな

り、IoT（Internet of Things）を通じた日常生活の利便性の向上を享受しています。また、AI（Artif icial 

Intelligence）の発展は、あらゆる分野において、可能性を秘めており、今後デジタル技術は人々の生活に

より身近なものとして関わりを持つことが想定されます。一方で、情報管理やセキュリティ問題、デジタル情

報をどのように判断するかといった情報リテラシーの習得も必要な状況です。

　こうした状況下で、国はデジタル田園都市国家構想総合戦略を策定し、デジタルを活用した地方創生を

推進しており、医療・福祉、教育、地域経済や防災など、幅広い分野でデジタル化による課題解決を目指し

ています。

　本市でも、国の動向も踏まえながら、デジタル化社会の受け皿を整備していく必要があります。

⑥ 頻発化する大規模災害

　平成30年7月豪雨など、日本各地で毎年のように大規模な河川の氾濫や土石流などが生じる大災害が発

生し、市民生活や経済活動への甚大な影響が懸念されます。

　こうした頻発化する大規模災害や南海トラフ等の地震災害の発生が懸念される現状を踏まえ、今後の防

災・減災対策として、事前防災（災害が起きる前に、被災時の人的・経済的被害を最小限にする対策）を図る

ための施策を着実かつ効果的に進める一方で、河川の氾濫、土石流、大規模地震などの災害が発生する前

に、災害から命を守るための行動を確実にとるために必要な対策を講じ、市民の安全・安心な生活を守って

いきます。

3 | まちづくりを取り巻く状況
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(2) 安芸高田市の人口・経済等の動向

① 総人口の長期的推移

　本市の総人口は合併以降、減少傾向です。2009年から2023年の間に約5,800人、人口が減少してい

ます。

図３　総人口の長期的推移

出典：総務省『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数』2010年－2024年 

② 自然増減と社会増減の長期的推移

　本市は、出生数が減少傾向にあり、死亡数が出生数を上回る自然減で推移しています。また、2013年、

2018年、2023年は、転入数が転出数を上回る社会増ですが、基本的に転入数が転出数を下回る社会減の

傾向で推移しています。結果的に、自然減、社会減によって、人口が減少しています。

図４　自然増減と社会増減の長期的推移

出典：総務省『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数』2010年－2024年

③ 転入者・転出者の詳細

【転入者の前居住地別・年齢別の比較】

　転入者の前居住地別・年齢別の比較は以下のとおりです。2019年の転入者は、広島県内の前居住地別で

は、広島市、東広島市、三次市の順に多くなっています。年齢別では、20～29歳、30～39歳、60歳以上の順

に転入者数が多くなっています。一方で、2019年から2024年の前居住地別・年齢別の増減数は、広島市と

20～29歳の転入者数がそれぞれ100人以上減少しています。

2019年年齢別転入者数（人）
0～9歳前居住地 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

転入者の年齢別増減数（2019年－2024年）（人）
0～9歳前居住地 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

総務省『住民基本台帳人口移動報告』2019年、2024年
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表５　転入前の前居住地別・年齢別の比較（転入前の年齢別増減数（2019年－2024年））

広島市
福山市
三次市
東広島市
府中町
北広島町
島根県
山口県
東京圏
大阪圏
四国圏
その他
合計

39
1
4
5
0
0
1
2
1
1
7
11
72

34
2
3
5
2
1
4
6
0
2
11
28
98
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15
35
6
1
14
10
5
4
19
81
357
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5
17
8
2
1
4
6
7
4
6
28
153

28
3
6
7
0
2
5
2
0
3
1
22
79

26
2
2
2
0
4
4
2
3
2
0
13
60

53
2
6
2
1
2
6
3
3
4
1
30
113

402
25
53
64
11
11
38
31
19
20
45
213
932

表３　転入前の前居住地別・年齢別の比較（2019年 年齢別転入者数）

2024年年齢別転入者数（人）
0～9歳前居住地 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

広島市
福山市
三次市
東広島市
府中町
北広島町
島根県
山口県
東京圏
大阪圏
四国圏
その他
合計

10
2
6
1
0
4
0
0
3
0
0
5
31

28
3
0
8
0
1
1
5
1
3
3
16
69

77
13
17
18
11
5
12
3
13
19
7
57
252

30
9
3
7
5
6
5
3
8
6
1
32
115

22
6
8
4
0
4
2
1
7
3
1
12
70

16
3
4
3
1
0
5
1
0
5
0
14
52

57
0
9
4
1
3
4
4
4
5
0
13
104

240
36
47
45
18
23
29
17
36
41
12
149
693

表４　転入前の前居住地別・年齢別の比較（2024年 年齢別転入者数）
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【転出後の居住地別・年齢別の比較】

　転出後の居住地別・年齢別の比較は以下のとおりです。2019年の転出者は、転出後の広島県内の居住地

別では、広島市、三次市、東広島市の順に多くなっています。年齢別では、20～29歳、30～39歳、10～19歳の

順に多くなっています。また、20～29歳では、広島市に次いで、大阪圏、東京圏への転出者が多くなってい

ます。

【地域間の年齢別社会増減数（2019年）】

　2019年は広島市からの転入超過の傾向が見られます。

【地域間の年齢別社会増減数（2024年）】

　2024年は2019年から一転して、広島市への転出超過の傾向が見られます。

表10　地域間の年齢別社会増減数（2024年）

総務省『住民基本台帳人口移動報告』2024年

広島市

福山市

三次市

東広島市

北広島町

島根県

岡山県

山口県

東京圏

大阪圏

九州圏

その他

合計

△ 4

0

4

△ 1

2

0

0

0

2

△ 4

1

△ 3

△ 3

△ 3

0

△ 6

1

1

△ 2

△ 1

4

△ 4

△ 6

△ 2

△ 3

△ 21

△ 51

8

△ 1

△ 8

△ 4

△ 1

△ 5

△ 2

△ 5

△ 4

△ 2

△ 18

△ 93

△ 11

7

△ 12

0

6

3

1

0

3

1

0

△ 17

△ 19

△ 10

5

1

△ 1

4

1

△ 1

1

4

1

0

0

5

△ 4

2

0

1

0

5

2

0

△ 2

4

△ 2

5

11

2

0

3

4

△ 1

0

1

3

3

4

△ 2

△ 6

11

△ 81

22

△ 11

△ 4

8

6

△ 3

6

1

△ 4

△ 7

△ 42

△ 109

2024年年齢別社会増減（人）

0～9歳
前居住地

10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

表９　地域間の年齢別社会増減数（2019年）

総務省『住民基本台帳人口移動報告』2019年

広島市

呉市

福山市

三次市

庄原市

東広島市

廿日市市

北広島町

島根県

山口県

東京圏

大阪圏

その他

合計

22

△ 1

△ 5

0

1

1

3

△ 3

1

0

△ 1

1

0

19

1

1

0

△ 2

2

3

0

△ 1

△ 1

0

△ 6

△ 3

6

0

34

△ 4

△ 2

△ 3

△ 1

19

1

△ 7

7

△ 2

△ 16

△ 33

23

16

11

1

△ 1

6

△ 3

△ 4

2

0

0

2

1

△ 1

△ 10

4

△ 3

△ 2

1

△ 1

1

4

2

1

1

△ 5

△ 3

3

1

0

11

1

1

0

0

△ 1

0

3

4

0

3

1

△ 5

18

16

1

1

△ 3

0

△ 3

0

△ 1

6

2

1

3

8

31

92

△ 3

△ 5

△ 3

0

19

8

△ 8

18

△ 3

△ 21

△ 29

23

88

2019年年齢別社会増減（人）

0～9歳
前居住地

10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

2019年年齢別転出者数（人）
0～9歳前居住地 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

総務省『住民基本台帳人口移動報告』2019年、2024年

広島市
呉市
福山市
三次市
東広島市
北広島町
島根県
岡山県
山口県
東京圏
大阪圏
九州圏
その他
合計

17
3
6
4
4
3
0
2
2
2
0
1
9
53

33
2
2
5
2
2
5
2
6
6
5
4
24
98

123
6
12
18
16
8
7
7
12
21
37
6
68
341

54
1
6
11
12
1
4
2
4
6
5
6
37
149

54
1
6
11
12
1
4
2
4
6
5
6
37
149

15
1
1
2
3
1
0
1
2
0
1
1
14
42

37
1
1
9
5
3
0
1
1
2
1
2
19
82

310
17
30
56
45
19
20
17
34
40
49
20
187
844

表６　転出後の居住地別・年齢別の比較（2019年 年齢別転出者数）

転出者の年齢別増減数（2019年－2024年）（人）
0～9歳前居住地 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

広島市
呉市
福山市
三次市
東広島市
北広島町
島根県
岡山県
山口県
東京圏
大阪圏
九州圏
その他
合計

△ 3
△ 3
△ 4
△ 2
△ 2
△ 1
0

△ 2
△ 2
△ 1
4

△ 1
△ 2
△ 19

△ 2
1
1
1
5

△ 2
△ 2
0

△ 5
△ 1
4

△ 2
△ 6
△ 8

5
△ 3
△ 7
0
10
1
6
5

△ 7
△ 3
△ 14
2
9
4

△ 13
△ 1
△ 4
4

△ 5
△ 1
△ 2
△ 2
△ 1
△ 1
0

△ 4
15

△ 15

1
0

△ 1
0
2

△ 1
△ 3
1

△ 7
0
2
0

△ 8
△ 14

5
1
0
2

△ 1
△ 1
0

△ 1
△ 1
2
0
1

△ 8
△ 1

18
0

△ 1
△ 3
△ 5
1
4

△ 1
0

△ 1
0
1

△ 2
11

11
△ 5
△ 16
2
4

△ 4
3
0

△ 23
△ 5
△ 4
△ 3
△ 2
△ 42

表８　転出後の居住地別・年齢別の比較（転出者の年齢別増減数（2019年－2024年））

2024年年齢別転出者数（人）
0～9歳前居住地 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計

広島市
呉市
福山市
三次市
東広島市
北広島町
島根県
岡山県
山口県
東京圏
大阪圏
九州圏
その他
合計

14
0
2
2
2
2
0
0
0
1
4
0
7
34

31
3
3
6
7
0
3
2
1
5
9
2
18
90

128
3
5
18
26
9
13
12
5
18
23
8
77
345

41
0
2
15
7
0
2
0
3
5
5
2
52
134

32
3
1
7
5
0
1
3
0
3
2
0
8
65

20
2
1
4
2
0
0
0
1
2
1
2
6
41

55
1
0
6
0
4
4
0
1
1
1
3
17
93

321
12
14
58
49
15
23
17
11
35
45
17
185
802

表７　転出後の居住地別・年齢別の比較（2024年 年齢別転出者数）
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④ 人口の長期推計

【市全体】

　本市の将来人口は以下のとおり予測されます。このまま何もしなければ、人口は下げ止まることなく減少

し続け、高齢化率も増加します。これに伴い、税収の減少、生活利便施設の撤退、コミュニティの衰退等あ

らゆる地域課題が起こりえます。

　人口減少を楽観視することなく、長期的な視点に立ち、段階的に人口減少の下げ幅を縮小していくこと

が重要といえます。

図５　安芸高田市の将来人口

出典：国立社会保障・人口問題研究所 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地域別将来推計

人口』（令和５（2023）年推計）を活用して、2055年以降は2050年時点の各種パラメータ（子ども女性比、生残率、純移動

率、0-4 歳性比）が変化しないものとして、独自に推計

【吉田地区】

　吉田地区の将来人口は以下のとおりで、2020年から2100年にかけて、人口が84％減少、2100年に高齢

化率は58％になると予測されます。

図６　吉田地区の将来人口

出典：国立社会保障・人口問題研究所 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地域別将来推計

人口』（令和５（2023）年推計）を活用して、独自に推計

【八千代地区】

　八千代地区の将来人口は以下のとおりで、2020年から2100年にかけて、人口が76％減少、高齢化率は

50％前後で推移すると予測されます。

図７　八千代地区の将来人口

出典：国立社会保障・人口問題研究所 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地域別将来推計

人口』（令和５（2023）年推計）を活用して、独自に推計
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【美土里地区】

　美土里地区の将来人口は以下のとおりで、2020年から2100年にかけて、人口が77％減少、2100年に高

齢化率は53％になると予測されます。

図８　美土里地区の将来人口

出典：国立社会保障・人口問題研究所 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地域別将来推計

人口』（令和５（2023）年推計）を活用して、独自に推計

【高宮地区】

　高宮地区の将来人口は以下のとおりで、2020年から2100年にかけて、人口が94％減少、2100年に高齢

化率は74％になると予測されます。

図９　高宮地区の将来人口

出典：国立社会保障・人口問題研究所 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地域別将来推計

人口』（令和５（2023）年推計）を活用して、独自に推計

【甲田地区】

　甲田地区の将来人口は以下のとおりで、2020年から2100年にかけて、人口が91％減少、2100年に高齢

化率は69％になると予測されます。

図10　甲田地区の将来人口

出典：国立社会保障・人口問題研究所 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地域別将来推計

人口』（令和５（2023）年推計）を活用して、独自に推計

【向原地区】

　向原地区の将来人口は以下のとおりで、2020年から2100年にかけて、人口が94％減少、2100年に高齢

化率は76％になると予測されます。

図11　向原地区の将来人口

出典：国立社会保障・人口問題研究所 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地域別将来推計

人口』（令和５（2023）年推計）を活用して、独自に推計
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・2020年に生まれた子どもは60歳
・2050年に生まれた子どもは30歳（孫世代⇒親世代）になり、
　ひ孫世代が生まれる時代

・2020年に生まれた子どもは30歳（親世代）になり、
  美土里地区で子ども（孫世代）を産み、育てるタイミング
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・2020年に生まれた子どもは60歳
・2050年に生まれた子どもは30歳（孫世代⇒親世代）になり、
　ひ孫世代が生まれる時代

・2020年に生まれた子どもは30歳（親世代）になり、
  高宮地区で子ども（孫世代）を産み、育てるタイミング
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・2020年に生まれた子どもは60歳
・2050年に生まれた子どもは30歳（孫世代⇒親世代）になり、
　ひ孫世代が生まれる時代

・2020年に生まれた子どもは30歳（親世代）になり、
  甲田地区で子ども（孫世代）を産み、育てるタイミング
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  向原地区で子ども（孫世代）を産み、育てるタイミング
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【250 メッシュ別の人口増減数】

　250mメッシュ別に20年間（2025年～2045年）の人口増減数をみると、吉田町の中心部で相対的に人口

減少数が多くなることが予測されます。

図12　250mメッシュ別の人口増減数（2025年～2045年）

出典：国土交通省国土政策局「国土数値情報250m メッシュ別将来推計人口データ（R6 国政局推計）」

【250 メッシュ別の人口増減率】

　250mメッシュ別に20 年間（2025年～2045年）の人口増減率をみると、人口減少率が50％を超える

250mメッシュは一様に分布しており、将来的に無居住化も懸念されます。

図13　250mメッシュ別の人口増減率（2025年～2045年）

出典：国土交通省国土政策局「国土数値情報250m メッシュ別将来推計人口データ（R6 国政局推計）」
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